




― 第 2期プーチン政権（2004－2008）を中心に ―
大　崎　　　巌１）
The South Kuril Islands Dispute and Political Ideology in Modern Russia: 
Focusing the second term of the Putin administration (2004-2008).
OSAKI, Iwao
Japanese scholarship has insufficiently discussed the Russian perspective on the 
Northern Territories problem. I, therefore, analyze how the South Kuril Islands Dispute, as 
a part of a Political Myth of the Great Patriotic War and the World War Two victory, is used 
as an ideological tool in Russian politics. The purpose of this paper is to show how the 
South Kuril Islands Dispute plays an important role in facilitating nationalism as a part of 
Russia's modern political ideology. Since the collapse of the Soviet Union, Russia has faced 
a severe identity crisis searching for its renewed national identity. The state program 
Patriotic Education of the Citizens of the Russian Federation is a part of the governmental 
strategy for rebuilding Russian core values. The Great Patriotic War is continuously seen as 
a symbol for national unity. I discuss, in particular, the Great Patriotic War and the World 
War Two victory in terms of how these events reflected the national consciousness of 
Russia towards Japan. I focus primarily on the second term of the Putin administration 
(2004-2008).
Keywords： the South Kuril Islands Dispute, the Northern Territories problem, the Great 
Patriotic War, the World War Two victory, the state program Patriotic Education 












































第 1章　 新生ロシア成立期から第 1期プーチン政権（2000－2004）における「南ク
リルの問題」
第 1節　エリツィン政権期新生ロシアと「92年秘密提案」の意味































































































「92 年秘密提案」の時と同様、「イルクーツク声明」で 56 年宣言の法的有効性を認めたロシ
ア側の譲歩案に対し、日本側は歩み寄ることができなかった。そして、そのような日本側に対











第 1節　「2005 年 9月 27 日プーチン発言」の意味
























その後、2004 年 11 月 21 日の APECサンティアゴ首脳会議の際に行われたプーチン・小泉
首脳会談での日ロ平和条約・領土問題交渉の決裂 47）を経て、日本政府によって表明された非妥














































する 54）。そして、第 1期プーチン政権の方針が近代化に向けられていたとするならば、第 2期
の重点は安定と「揺るぎない発展」にあったと主張する 55）。さらに、90 年代についてロシアの





第 1期プーチン政権が誕生してから約 1年後にあたる 2001 年 2 月 16 日、「2001 年から 2005
年にかけてのロシア連邦市民の愛国心養成」国家プログラム（以下、「第 1プログラム」）が正
式に実施され始めた。その後、2006 年から 2010 年にわたって「第 2プログラム」が実施され、
現在は、2011 年から 2015 年にかけての「第 3プログラム」が実施されているところである 57）。
「第 1プログラム」の予算は約 1億 8千万ルーブルであったが、全 101 の活動の内、約 20％が「大
祖国戦争」と直接関係があった。「第 2プログラム」の予算は約 3億 8 千万ルーブルと増え、
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2010 年に 80 万ルーブルの予算で実施され 76）、「第 3プログラム」では、第二次大戦 70 周年記
念にあたる 2015 年に 250 万ルーブルの予算で実施される予定である 77）。ここで重要なことは、
「ロシア連邦市民の愛国心養成」国家プログラムは現代ロシアの諸問題を解決するために最も
必要とされているプログラムであり、今後、ロシア国内で社会統合のために強化され続けてい
く可能性が高いということである。このことは、「2005 年 9 月 27 日プーチン発言」が出てきた






第 2期プーチン政権期、愛国心養成「第 2プログラム」が実施され始めた 2006 年の 8 月、

























































2010 年 11 月 1 日、ロシア首脳として初めて、メドベージェフ大統領は国後島を訪問した。












































る。メドベージェフ大統領が国後島訪問前の 2010 年 7 月に択捉島で大規模軍事演習を実施し、










た肯定的評価が 2013 年には 67％まで落ち込んだのは、今まで見てきたように第 1期プーチン
政権以降の日ロ領土問題交渉の失敗の影響があるかもしれない。逆に、「基本的に悪い、非常
に悪い」の割合は、2000 年―7%、2003 年―11%、 2005 年―15%、2011 年―20%、2013 年―
16%である。日本に対するロシア人の肯定的な態度の割合は漸進的に減少しており、同時に、
否定的反応の割合は増大傾向にあると言える。また、2011 年 2 月 24 日に「世論基金（ФОМ）」
が実施した世論調査結果 89）では、「あなたは日本がロシアに対して友好的だと思いますか？非
友好的だと思いますか？」との問いに、2001 年に 56％あった「友好」回答が 2004 年には
40％、2009 年には 39％になり、2011 年には 33％まで落ち込んでいる。逆に、「非友好」回答は、
2001 年の 27％から 2011 年の 43％まで増加していることには注意を向ける必要があろう。
一方、係争諸島である南クリルを日本に引き渡すことについてのロシア国民の反応は、否定
的な傾向が明確である。「世論基金（ФОМ）」の 2011 年 2 月 24 日の世論調査結果 90）が示して
いることは興味深い。クリル諸島に関するロシアの取るべき立場について、日ロ共同統治の支
持者は 2000 年の 15％から 2011 年の 8%まで減っている。全係争諸島のロシアへの帰属を求め
るものは、2000 年の 59％から 2011 年の 68％まで増大した。また、「全ロシア世論調査センター
（ВЦИОМ）」2009 年 7 月 24 日付世論調査結果（表 1）を見ると、1990 年代には 80％前後で推












「ロシアでは、世論調査が示しているように、1995 年から 2011 年の間に日本に対して共感を覚










表 1　 「全ロシア世論調査センター（ВЦИОМ）」（2009 年 7月 24 日付）世論調査―「あなたは、
原則として、ロシアが日本にクリル諸島南部の係争諸島を引き渡すことに賛成ですか、
反対ですか？」項目についての回答結果（％）
1994 年 10 月 1998 年 1月 1998 年 12 月 2002 年 12 月 2009 年 7月
賛成 7 6 8 7 4
反対 76 81 79 86 89
回答困難 17 13 13 7 7
出典：「全ロシア世論調査センター（ВЦИОМ）」2009 年 7 月 24 日付世論調査結果より作成。


















































２） 朝日新聞（夕刊）、2012 年 3 月 2 日付。朝日新聞（朝刊）、2012 年 3 月 3 日付。この時プーチン大統領
に直接インタビューをした若宮啓文・朝日新聞前主筆は、プーチン大統領が妥協して日本との領土問
題を解決する準備ができているとの印象を受けたと証言している（若宮啓文・日本国際交流センター
シニアフェロー、2013 年 7 月 5 日、「GCOE・UBRJボーダースタディーズ・セミナ 『ー領土問題　ジャー
ナリズムからの提言』」（北海道大学）での講演）。
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あれば、妥協は、99 対 1 にでも、1対 99 にでもなり得る。」と暗に日本の非妥協的な態度を指摘した（ク
ナーゼ元外務次官への筆者による 2008 年 3 月 26 日のインタビュー）。一方、アレクサンドル・パノフ
元駐日大使は、日ソ／日ロ間の領土問題交渉において、日本側が 4島返還からの妥協の態度を示した
ことは一度もなかったと証言している（パノフ元駐日大使への筆者による 2014 年 3 月 13 日のインタ
ビュー）。
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発展の見通し（Современные российско-японские отношения и перспективы их развития）」では、「現在、
議員間交流、日本の民間団体やマスコミの代表とのコンタクトが事実上欠落している。結果として、
日本ではロシアで何が起こっているのかほとんど知られていない。」と指摘されている。なお、筆者は
同報告書を直接報告者から入手し、2014 年 3 月にモスクワで 7人の報告者全員と会談する機会があっ
た。本稿では、同報告書執筆者をはじめ、日ロ関係を専門とするロシアの主要な専門家たちに対して
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